
統合・拡充
柱間移動
分割

Ⅱ アクションプログラム

施策の柱 施策の方向性
平成２８年度～３０年度（現行計画） 平成３１年度～３３年度（次期計画）

担当課
施策の展開 施策の展開

1 「支え合い」活動の推進 1 地域共生の仕組みづくり ① 小さな拠点づくりの推進 ① 住民主体の課題解決に向けた取組の支援 地域福祉課

地域コミュニティの再生
を図るため、住民同士に
よる「支え合い」活動の
推進を図る

地域のつながりを再構築するため、地
域社会の中で、住民一人ひとりが地域
の一員として互いに支え合う取組を推
進

② 小地域福祉活動の推進 ② 生活支援サービス等の充実 地域包括ケア推進室

③ 避難行動要支援者支援の充実 ③ 元気高齢者の地域活動の推進 長寿・福祉人材確保対策課

④
民生委員・児童委員活動、
老人クラブ活動の推進

④ 地域における子育て支援の推進

⑥ 地域における子育て支援の推進 ⑥ 社会福祉法人の地域貢献活動の推進 地域福祉課

健康推進課・女性活躍推進課・子育て支援課。
こども家庭課

⑤ 生活支援サービス等の推進 ⑤ 避難行動要支援者支援の充実 地域福祉課

⑧
地域福祉に関する研究・意識啓発・機運醸
成

⑦ 市町村地域福祉計画の策定

地域で支援が必要な人を
支えるとともに、地域福
祉をコーディネートする
地域福祉の担い手づくり
を推進します。

② 生活支援コーディネーター等の養成 ②

2 多様な福祉の担い手づくり 1
地域福祉を推進する人材の育成・組織
づくり

①
コミュニティソーシャルワーク活動の充
実、県域ネットワークの構築

地域住民の幅広い参画を促進するため、
地域福祉活動を実践する地域の人材・組
織及び地域福祉を牽引する専門職を育成

コミュニティソーシャルワーク活動の充実 地域福祉課

③
認知症サポーター、認知症キャラ
バンメイトの養成

③ 住民等による見守り支える体制づくり 地域包括ケア推進室、障害福祉課

① 民生・児童委員活動の推進 地域福祉課

青少年・社会活動推進課

⑤ ＮＰＯ、ボランティア活動の推進

④ まほろば「あいサポート」運動の推進 ④ ＮＰＯ、ボランティアの参加促進

多様な福祉・介護人材の育成・確保
長寿・福祉人材確保対策課、介護保険課、子育
て支援課

福祉・介護人材を確保・育成するた
め、人材の参入促進、資質向上、定着
支援の取組を強化

②
福祉・介護人材確保に向けた
協働連携の取組

② 働きやすく、魅力的な職場づくり 長寿・福祉人材確保対策課、子育て支援課

③

2 福祉・介護人材の育成・確保・定着 ①
奈良県福祉・介護事業所認証制度の
導入・運営

①

奈良県福祉人材センターの充実強化

④ 子育て人材確保対策の充実強化

3 安心できる福祉基盤の整備 1
地域の人々を支える支援体制の充実強
化

① 生活困窮者自立支援の充実 ①

③ 権利擁護の推進 ③ 更生支援の推進 地域福祉課

包括的な相談・支援体制の構築 地域福祉課

地域において、誰もが暮
らしやすい安心できるよ
う福祉基盤の整備の推進
を図る。

地域の福祉課題に対応するため、行政
を主体とした制度福祉によりセーフ
ティネット機能を充実・強化

② 出所者の地域生活への定着支援 ② 生活困窮者自立支援の充実 地域福祉課、青少年・社会活動推進課

⑥ 障害を理由とする差別の解消の推進 ⑥ 障害を理由とする差別の解消の推進

地域福祉課、地域包括ケア推進室、障害福祉課

⑤ 「スマホ」を活用した健康づくりの推進 ⑤ 経済的困難等を抱える子どもの支援の充実 こども家庭課

④ ひとり親家庭への支援の充実 ④ 権利擁護の推進

⑧
包括的なケア体制が整備された
福祉のまちづくり推進

⑧ すべての人に優しい福祉のまちづくりの推進 地域福祉課

障害福祉課

⑦ おもいやり駐車場制度の運営 ⑦ 自殺対策の推進 疾病対策課

福祉サービス第三者評価の受審促進 地域福祉課

暮らしやすく安心できる日常生活を実
現するため、質の高い福祉サービスを
安定的に供給

② 社会福祉法人の地域貢献活動の推進 ② 福祉サービス利用者保護の充実 地域福祉課

③

2 福祉サービスの質の向上 ① 福祉サービス第三者評価の受審促進 ①

事業所の苦情処理システムの充実 ③ 奈良県福祉・介護事業所認証制度の拡充 長寿・福祉人材確保対策課

④
奈良県福祉・介護事業所認証制度の導入・
運営（再掲）

3 市町村地域福祉計画の策定支援 ① 市町村地域福祉計画の策定支援 地域福祉課

市町村が地域の実情に応じて地域福祉
の推進に積極的に取り組めるよう、計
画の策定を支援する

制度福祉・公助

地域福祉・共助

人材育成・確保

（体制づくり含む）

新

新

削除

専門職以外

有資格・専門職

新

【改編の方針】
○「施策の柱」の考え方を再整理し、各柱に紐づく関連施策を再編（複数にまたがる施策の統合等）

○現行計画期間中の法令等の改正に伴う施策の新規追加・拡充（㉚社会福祉法、生活困窮者自立支援法、㉘再犯防止推進法等）

新

新

３


